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平成１９年１月１９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成１８年（ワ）第１７６９号 送信可能化権確認本訴請求事件

平成１８年（ワ）第１２６６２号 送信可能化権確認反訴請求事件

口頭弁論終結日 平成１８年１０月２３日

判 決

東京都港区〈以下略〉

本訴原告（反訴被告） 株 式 会 社 ム ー ブ メ ン ト

同訴訟代理人弁護士 山 口 正 徳

東京都千代田区〈以下略〉

本訴被告（反訴原告） 株式会社ソニー・

ミュージックレコーズ

同訴訟代理人弁護士 熊 倉 禎 男

同 辻 居 幸 一

同 竹 内 麻 子

同 外 村 玲 子

同 水 沼 淳

主 文

１ 本訴原告（反訴被告）は，本訴被告（反訴原告）に対し，

本訴被告（反訴原告）が別紙Ａ記載の各楽曲を収録した各

レコードに関するレコード製作者の送信可能化権につき持

分２分の１を有することを確認する。

２ 本訴原告（反訴被告）は，本訴被告（反訴原告）に対し，

本訴被告（反訴原告）が別紙Ｂ記載の各楽曲を収録した各

レコードに関するレコード製作者の送信可能化権を有する

ことを確認する。

３ 本訴原告（反訴被告）の本訴請求をいずれも棄却する。
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４ 訴訟費用は，本訴反訴を通じ，これを本訴原告（反訴被

告）の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 本訴

(1) 本訴被告（反訴原告）は，本訴原告（反訴被告）に対し，本訴原告（反

訴被告）が別紙Ａ記載の各楽曲を収録した各レコードに関するレコード製作

者の送信可能化権につき持分２分の１を有することを確認する。

(2) 本訴被告（反訴原告）は，本訴原告（反訴被告）に対し，本訴原告（反

訴被告）が別紙Ｂ記載の各楽曲を収録した各レコードに関するレコード製作

者の送信可能化権を有することを確認する。

２ 反訴

主文１項及び２項と同旨

第２ 事案の概要

１ 前提となる事実（当事者間に争いのない事実の外，弁論の全趣旨及び後掲の

各証拠によって認定できる事実を含む。）

(1) 当事者

本訴原告（反訴被告。以下「原告」という。）は，映画，放送，ステージ，

スタジオその他芸能作品の企画制作及び提供並びに芸能人の出演斡旋に関す

る業務等を目的とする会社であって，アーティスト「ＴＨＥ ＢＯＯＭ」

（以下「本件アーティスト」という。）が所属する音楽事務所である。原告

の代表者であるＣは，音楽プロデューサーであり，関連する音楽事務所のフ

ァイブ・ディー株式会社（以下「ファイブ・ディー」という。）も経営して

いる（甲１１，１５，弁論の全趣旨）。

本訴被告（反訴原告。以下「被告」という。）は，株式会社ソニー・ミュ

ージックエンタテインメント（後記「ＳＭＥ」が平成１５年４月１日に「株
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式会社エスエムイージェー」に商号変更されると同時に新設分割された会社。

以下「新ＳＭＥ」という。）を中核とする企業グループ（ソニーミュージッ

クグループ）内のレコード会社であり，平成１３年１０月１日，当時の株式

会社ソニー・ミュージックエンタテインメント（なお，平成３年４月１日前

の旧商号は「株式会社シービーエス・ソニーグループ」であった。旧商号時

も併せて，以下「ＳＭＥ」という。）から外６社とともに会社分割された

（乙１２，弁論の全趣旨）。

(2) レコードの原盤制作

原告とＳＭＥは，本件アーティストの実演に係る別紙Ａ「収録楽曲名」記

載の各楽曲を収録した各アルバムタイトル又は各シングルタイトルのレコー

ド原盤に関する音源（以下「Ａ音源」という。）について，平成元年５月２

１日付け共同制作原盤譲渡契約（甲１。以下「第１契約」という。），平成

３年３月２０日付け共同制作原盤譲渡契約（甲２。以下「第２契約」とい

う。）及び平成５年５月１０日付け共同制作原盤譲渡契約（甲３。以下「第

３契約」という。）を締結し，それぞれ原盤制作費の各２分の１を負担して

これを制作した（なお，以下では，著作権法上のレコード製作者の場合を除

き，原盤に関しては「制作」の語を用いる。）。

また，原告とＳＭＥは，本件アーティストの実演に係る別紙Ｂ「収録楽曲

名」記載の各楽曲を収録した各アルバムタイトルのレコード原盤に関する音

源（以下「Ｂ音源」という。）について，平成６年１１月２１日付け覚書

（甲４。以下「第４覚書」といい，第１契約，第２契約及び第３契約と併せ

て，以下「本件各契約」という。）を締結し，原告が原盤制作費の全額を負

担してこれを制作した。

(3) 本件各契約の内容

第１契約，第２契約及び第３契約は，いずれも，原告（本件各契約中の呼

称は「甲」）とＳＭＥ（同「乙」）とが本件アーティスト（同「丙」）の
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「実演を収録し，共同にて原盤を制作し，甲はこれを何ら制限なく独占的に

乙に譲渡すること」に関する内容であって，その大半の規定を同じくするも

のである（甲１ないし３）。

第４覚書は，第３契約に附帯する形で，契約期間，原盤制作費等の割合，

印税率の取扱いにつき変更を加え，契約更改金等の付随する規定を新たに設

けたものであり，このほか，第４覚書に定めのない事項については，第３契

約の諸規定を準用するものとされている（甲４）。

第１契約及び第２契約には，いずれも，第６条（権利の譲渡）として，次

の規定がある（甲１，２）。

「第６条（権利の譲渡）

甲は，本契約に基づく原盤に関し甲の有する一切の権利（甲・丙の著作隣

接権又は甲の著作権を含む）を，何らの制限なく独占的に乙に譲渡する。

①この権利には，一切の複製・頒布（貸与・放送・有線放送・上映を含む。

以下同じ）権及び二次使用料等（〔省略〕）の徴収権を包含する。

②乙は，如何なる国に於いても，随時，本契約の終了後も引続いて自由に，

且つ独占的に当該原盤を利用してレコード及びビデオを複製し，これら

に適宜のレーベルを付して頒布することが出来る。

③前号のレコード及びビデオの種類，数量，価格，発売の時期・方法その

他一切の事項について，乙は自由な判断により決定することが出来る。

④この権利の一部又は全部を，乙は自由な判断により第三者に譲渡するこ

とが出来る。」

また，第３契約には，第６条（権利の譲渡）として，同①号の括弧内が

「貸与・放送・有線送信・上映等を含む。以下同じ」と異なっているほかは，

第１契約及び第２契約と同一の規定がある。なお，第４覚書には，この点に

ついての規定がない（甲３，４）。

(4) 送信可能化権の立法と音源配信
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平成９年法律第８６号による著作権法の改正（以下「平成９年改正」とい

うことがある。）により，実演家とレコード製作者に対し送信可能化権を認

める規定（著作権法９２条の２第１項，９６条の２）が創設され，平成１０

年１月１日から施行された（顕著な事実）。

その後，インターネットを通じたパソコン向けの音源配信については，平

成１１年１２月からＳＭＥにより「bitmusic」の名称で開始され，現在，関

連会社により「mora」として運営されており，このほか，米国アップル社の

関連会社が運営する「iTunes Music Store」等がある。

また，携帯電話向けの音源配信が平成１１年２月からエヌ・ティ・ティ・

ドコモの「i-mode」で「着信メロディ」として開始された後，現在，ＣＤ等

の音源を用いた「着うた」，「着うたフル」（いずれもＳＭＥの登録商標）

がＫＤＤＩ等によって展開されている（乙２８）。

(5) 本件各契約上の権利の帰属

平成１３年１０月１日，ＳＭＥの会社分割に伴い，ＳＭＥの本件各契約に

係る権利義務その他債権債務を含む一切の契約上の地位が被告に承継された。

その結果，ＳＭＥが有していたＡ音源及びＢ音源に関する本件各契約上の権

利は，現在，被告が保有している（乙１２）。

(6) 音源配信に関する印税と支払

本件アーティストの音源は，平成１３年７月から平成１７年１２月までの

間，「着うた」等において配信された。

ＳＭＥ又は被告において，音源配信の印税は，基本的にＣＤの印税と同様

の計算方法に基づいて算出されており，「着うた」等については，平成１６

年１月１日以降の配信分から，「プロモート利用印税」（ただし，当初は

「プロモート印税」の名称）が設定された。

本件アーティストの音源配信に関する印税（実演家印税，原盤印税及びプ

ロモート利用印税）は，平成１３年７月分から平成１７年１２月分まで，四
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半期ごとに原告又はファイブ・ディーに支払われた。（乙２８）

２ 事案の概要

本訴は，原告が被告に対し，本件アーティストの実演に係るＡ音源及びＢ音

源に関するレコード製作者の送信可能化権について，立法による権利創設前に

締結された本件各契約によって譲渡されることはないなどと主張して，Ａ音源

につき原告が持分２分の１，Ｂ音源につき原告がその全部をそれぞれ有するこ

との確認を求める事案である。

反訴は，被告が原告に対し，原告の主張するＡ音源の持分２分の１とＢ音源

の全部についても，本件各契約による譲渡の対象となると主張して，被告がこ

れらの権利を有することの確認を求める事案である。

３ 争点

Ａ音源及びＢ音源に関するレコード製作者の送信可能化権の帰属（平成９年

法律第８６号によりレコード製作者の送信可能化権が法定される前に締結され

た本件各契約に基づく原盤に関する無制限かつ独占的な権利譲渡条項の解釈）

第３ 争点に関する当事者の主張

〔原告の主張〕

レコード製作者の送信可能化権が立法により創設される前に締結された本件各

契約によって，本件アーティストの実演に係るＡ音源及びＢ音源に関する送信可

能化権が原告から被告に譲渡されることはないから，Ａ音源については原告が持

分２分の１，Ｂ音源については原告がその全部を有する。

１ 本件各契約の解釈

(1) 本件各契約の解釈について

ア 本件各契約は，平成９年改正の前に締結されており，締結時点において，

著作隣接権としての送信可能化権は，法的権利として存在していないから，

存在していない権利が譲渡されることもない。

イ また，本件各契約の締結当時，インターネットは未だ発達しておらず，
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サーバにアップロードされた楽曲をダウンロードして聴取するという音楽

配信サービスが何ら想定されていなかったから，契約における意思解釈と

しても，当事者間における送信可能化権の譲渡の意思を認めることができ

ない。

原告代表者も，本件各契約の際，楽曲をインターネット等を通じて販売

することなど全く想定していなかったし，そのような説明を受けたことも

ない。

第１契約，第２契約及び第３契約の解釈問題としては，当事者間の合致

している意思内容の確定が基本であり，当事者の目的に照らして条項を解

釈するのであれば，契約締結当時に存在しておらず，少なくとも，原告側

において全く想定していなかった送信可能化権に契約の効力は及ばないと

解すべきである。

ウ そして，契約の目的として，原告の目的は，現に存在し所持している権

利を譲渡する対価として，ＣＤ等のレコードやビデオの販売に伴う印税収

入を定めたにすぎないのであって，将来開発されるすべての利用方法につ

き契約当時の当事者の意思や想定にかかわらず，無制限かつ永久に譲渡の

対象とするというのであれば，事後的な被告の独断であって，両当事者に

共通の合理的な目的とはいえない。

なお，原告，被告及びファイブ・ディーは，平成１４年４月１日，３社

間で合意をし，原告の本件各契約に係る権利義務その他債権債務を含む一

切の契約上の地位がファイブ・ディーに譲渡されたが，レコード製作者の

送信可能化権は，本件各契約上で想定されていた権利ではないから，上記

の合意によっても，原告からファイブ・ディーに移転することはない。

(2) 有線送信権と送信可能化権について

平成８年１２月に実演家とレコード製作者の権利を保護するためのＷＩＰ

Ｏ実演・レコード条約（ＷＰＰＴ）がＷＩＰＯ外交会議で採択されたことを
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踏まえて，平成９年改正が行われ，送信可能化権が創設された。

この改正により，著作権法は，実演家とレコード製作者に対し，送信可能

化権を付与し，許諾についての独占権を与えて，権利保護を強化した。なぜ

なら，いったん著作物を公衆の利用可能な状態に置くと，以後はこれをコン

トロールすることが事実上できなくなり，利用可能な状態に置くか否かの許

諾こそが唯一無二のコントロール方法となるからである。それゆえ，実演家

とレコード製作者の権利について，放送と有線放送に関しては，報酬請求権

として規定されているのに対し，送信可能化権は，許諾権として規定されて

いる。

ところが，平成９年改正前の契約により，実演家とレコード製作者から送

信可能化権を移転するような解釈を容易に許すのであれば，権利保護を強化

した法改正の趣旨が没却されてしまう。被告の主張によれば，平成９年改正

が施行された平成１０年１月１日の時点で，送信可能化権が原告からＳＭＥ

に移転したことになると解されるが，これでは，実演家及びレコード製作者

の権利保護を強化した改正法の趣旨を没却することになり，妥当ではない。

したがって，著作隣接権等の譲渡を内容とする契約の解釈にあたっては，

送信可能化権の譲渡を明示するなどの特別の事情のない限り，これを含まな

いものと限定的に解釈すべきである。

この点，契約で定めた「放送権」に「衛星放送権」も「有線放送権」も含

まれないとして，限定的に譲渡の範囲を解釈した東京高裁平成１５年８月７

日判決（ライオン丸事件）が参考となる。

さらに，送信可能化権は，送信可能な状態に置く行為に対する許諾権であ

って，送信行為自体に対する許諾権ではなく，頒布や販売に対する許諾と次

元を異にする。法改正によって，「公衆送信」という概念を創設し，「放

送」，「有線放送」という概念に「自動公衆送信」という概念を付加，創設

して統合している（著作権法２条）のは，インターネット送信等に関し，従
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前の「放送」，「有線放送」，「有線送信」といった概念では適切に対応で

きないことからの帰結である。

したがって，レコード等の複製，頒布，販売と送信可能化行為とを同視す

ることはできないし，有線放送や有線送信が送信可能化行為の適切な例示と

なるものではない。

(3) 文化審議会著作権分科会報告書について

文化審議会著作権分科会報告書（乙４０）は，未知の利用方法に関する利

用契約の解釈問題については，個別具体的な事案に即して，民法の一般原則

を用いて裁判所が合理的な解釈を行うことに委ね，判例の集積を通じて法形

成がなされるのが適切であり，少なくとも現時点においては，著作権法に特

別な規定を設ける必要はないとされているものであり，何ら被告の主張を裏

付けていない。

弱者対強者の点についても，大企業が著作者として利用権の一方当事者で

ある場合も少なくなく，利用形態の実態は千差万別であって，すべての利用

契約について，著作権者は構造的な弱者であるとの前提で法律上特別な扱い

をすることは，現状にも合致しないであろうとされているのであって，この

ような構図が適合する場合を否定するものではない。現に，原告は，資本金

１０００万円の小規模会社であるのに対し，被告は，天下のソニーグループ

であって，資金力，営業力，アーティストの顔ぶれに至るまで，隔絶した差

異があり，まさに音楽業界における弱者対強者の構図が適合する。

２ 音源配信に関する印税について

本件各契約の締結の際，送信可能化権は存在していないから，原告において，

送信可能化権の移転や対価を想定していないことが明らかである。現に，第１

契約，第２契約及び第３契約の印税に関する条項は，レコードやビデオの販売

を前提としたものにすぎない。契約の文言に「特殊なレコード」の記載がある

としても，レコードの販売はあくまで物の売買であるのに対し，楽曲の送信，
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ダウンロードまで物の売買に含めることには無理がある。

原告代表者は，被告の担当者から，本件アーティストの楽曲を実験的にイン

ターネットで配信することの依頼を受けて，これを許諾したことがあるが，そ

の後，多様な送信が行われるようになったにもかかわらず，正規の契約が取り

交わされなかったため，平成１７年９月に申入書（甲５）による申入れに至っ

た。

原告側としても，被告側から送られてくる印税収入の中に，音源配信に伴う

印税収入が含まれていることは認識していたが，印税支払明細書は難解であっ

て，各楽曲ごとに配信に係る印税収入とそれ以外を区別して認識することは，

事実上不可能であり，これまで，被告側から適切な説明がされたこともない。

もとより，本件各契約における印税に関する条項は，ＣＤ等のレコードやビ

デオなどのパッケージ商品の販売を前提としたもので，レコード店のマージン，

レコード会社の販売管理費，プレス代，ジャケット制作費，宣伝費などのコス

ト計算を行い，在庫リスクを見込んでされた印税計算であり，インターネット

等を通じての音源配信におけるコスト計算と全く異なる。

レコード会社の負担するリスクは，確かに，ＣＤ等の販売に関し，在庫等の

リスクを負担していたとはいえても，インターネット等を通じての音楽配信サ

ービスの場合は，在庫リスクが存在しない。また，レコード会社自身による送

信にこだわらず，「iTunes Music Store」など外部委託による音楽配信サービ

スを利用すれば，設備投資のリスクを負うことなく，利益配分を受けることが

可能である。しかも，本件アーティストに関しては，既にデビュー以来の投下

資本は回収され，多大な利益をもたらしている。

したがって，パッケージ商品における印税計算式は，音源配信の場面におけ

る適正な印税収入を定めたものでなく，被告側への送信可能化権の帰属を正当

化できるものではない。

３ 業界慣習について
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レコード会社は，音楽業界において，隔絶した資本力や営業力を有するため，

レコード会社側に有利な契約が押しつけられる例は多く，借地借家契約や消費

者金融における借主と貸主の場合と同様，経済的な弱者対強者の問題を含んで

いる。また，著作権法の改正も，経済的弱者である著作者側の保護を目的とし

てされたものである。

この点，著作権法６１条２項の規定が参考となる。同条項は，著作者側が経

済的弱者の地位にあることに鑑み，著作権の譲渡がその全部譲渡を意味するも

のとすれば，著作者の保護に欠けるおそれがあるため，将来どのような付加価

値を生み出すか予想ができないものの代表格である同法２７条（翻訳権，翻案

権等）と同法２８条（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）について

は，明示の意思表示がない限り，譲渡されないものと推定している。

この立法趣旨からすれば，当事者の明示の意思表示によって著作権の全部譲

渡が契約内容となっている場合でも，譲渡の対象となる権利は締結当時既知で

かつ法律上承認された利用権能に限られると解すべきである。けだし，契約締

結後の技術の急速な進展が著作物の新しい利用方法を案出させ，これに伴う新

しい権利を発生させたとしても，これもまた譲渡契約の内容に含まれるとして，

譲受人に与えることは，当事者の意思解釈として妥当でないからである。

インターネット等による音楽配信サービスが採算のとれる事業として本格化

してきたのはこの２年ほどのことであり，第１契約，第２契約及び第３契約の

当時，楽曲をインターネット等を通じて販売することなど一般に想定されてい

なかった。まさに，契約締結時には予想のつかない付加価値であり，その後の

技術の急速な進展に伴う新しい種類の権利の創設であって，譲渡の対象を送信

可能化権にまで拡張することは，著作権法６１条２項の趣旨に反するものとし

て許されない。

４ 学者の各意見について

土肥教授の意見書（乙２９）の中で，未知の利用方法に関する契約が無効に
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なるとするとビジネスは成立しないとされ，また，池田教授の意見書（乙３

０）の中で，複製権を持たない者がインターネット上の音楽配信サービスを行

うことは実際上不可能ということになるとされるが，必要に応じて適宜利用許

諾の契約がされれば，これらの指摘は当たらない。

田村教授の意見書（乙４５）に対しては，次のとおり，反論する。すなわち，

東京高裁平成１５年８月７日判決（ライオン丸事件）の位置付けについて，著

作権ないし著作隣接権の譲渡契約の意思解釈という共通性があって参考となる

が，本件では包括的な譲渡を内容とする契約の解釈であって，上記事件よりも

さらに譲渡人の権利を制限ないし剥奪する内容であるから，より厳格な解釈が

求められる。そして，契約当時に想定されていなかった権利につき仮に直面し

ていたとしたらどちらに帰属させていたと考えられるかの発想は，妥当でなく，

射程外の問題として，新たに適切な内容の契約を締結することが最も自然な解

決方法であって，権利譲渡の対価である印税収入等の内容を含むから，権利の

帰属だけを決定すれば適切な契約内容になるものでない。また，逆に放送権の

みが譲渡人に留保されてそれ以外の著作権が譲渡された場合に，衛星放送に関

する権利はむしろ譲渡されたことになるとの解釈は，上記判決の曲解であって，

著作権の剥奪に近く，譲渡対象の範囲の認定は厳格に行い，射程外のものとし

て，契約の効力は及ばない。さらに，著作権法６１条２項の解釈も妥当でなく，

半田教授の「著作権法概説」（甲１０）の同条項の該当箇所によっても，趣旨

に基づく契約解釈，譲渡対象の制限が肯定されている。

もとより，インターネット等を通じた音楽配信サービスという新たな利用方

法と送信可能化権に対する最も素直で適切な対処は，新たに適切な内容の契約

を締結することであり，原告は，広範で多様な音楽配信サービスを意図して，

被告側に，新たな契約締結の申入れ（甲５）をした。

そして，新たに創設された送信可能化権をもつ実演家，所属事務所，レコー

ド会社及び音楽配信業者とが使い勝手のよい音楽配信の実現を目指して新しい
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処理基準を創設することが著作権法の目的に適うものである。

また，音楽配信サービスに係る維持管理費用の問題は，コスト計算がＣＤ等

のパッケージ販売を前提とするものと異なるし，不特定多数の楽曲の収益によ

って負担されるべきであるから，送信可能化権の帰属を正当化するものではな

い。

〔被告の主張〕

契約解釈の原則に基づき，本件各契約により，レコード製作者の著作隣接権を

含む一切の権利が包括的に譲渡されたと解するのが当事者の目的に適合し，社会

的，経済的合理性を有するから，Ａ音源の持分２分の１及びＢ音源の全部に係る

送信可能化権は，被告に帰属する。

１ 本件各契約の解釈

(1) 原盤に関する権利の帰属

音楽業界における実演家，所属事務所，レコード会社の間の契約実務から

すれば，一般に，原盤権として，原盤に収録された音源に係る実演家及びレ

コード製作者の著作隣接権を含む一切の権利が観念されており，これには，

原盤そのものを独占的に使用，収益，処分する権利が含まれている。

本件各契約のうち，第１契約，第２契約及び第３契約のような共同制作原

盤譲渡契約では，原盤制作費の一部を負担した実演家所属事務所は，レコー

ド会社と共同で原盤権者となるが，第４覚書のような原盤独占譲渡契約の場

合と同様，このような所属事務所の原盤権は，実演家の権利も含めて，レコ

ード会社に独占的かつ永久的に譲渡され，その結果，レコード会社は，永久

に自由かつ独占的に当該原盤を利用して，レコード等を複製，頒布すること

ができる。

これに対し，所属事務所は，実演家印税の外，原盤印税を受領するもので

あり，このうちの原盤印税は，当該原盤の利用に対する報酬であって，原盤

権の譲渡に対する対価ともいえる。
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(2) 本件各契約の目的と解釈

本件各契約において，第１契約，第２契約及び第３契約の第６条の柱書，

①ないし④号の各文言の外，第８条（実演家印税）及び第９条（原盤印税）

の中の，特殊なレコードとして発売し，又は，特殊なレコードに使用した場

合の印税についての取決め等によれば，ＳＭＥは，原盤権という原盤に収録

された音源についての実演家及びレコード製作者の著作隣接権を含む一切の

権利及び当該原盤の所有権の譲渡を受け，永久に，自由かつ独占的にこれを

利用してレコード等の複製，頒布をすることができること，これに対し，レ

コードの原盤制作費を負担した原告は，原盤印税を受領することにより，原

盤権の譲渡に対する対価ともいえる当該原盤の利用に対する報酬を得ること

が明記されている。しかも，第１契約及び第２契約の第６条①号には，頒布

の形態として，「有線放送」が例示され，第４覚書でも準用される第３契約

の第６条①号には，同じく「有線送信」が例示されており，このような有体

物の譲渡等に限定されない頒布の権利を何らの制限なく独占的に譲渡する旨

が規定されている。

すなわち，本件各契約には，頒布として，有体物の譲渡等に限らず，放送，

有線放送（有線送信），上映などの無形利用を含むことが例示され，これら

を含む当該原盤に関する実演家及びレコード製作者の著作隣接権を含む一切

の権利がＳＭＥに譲渡されることが明示的な文言で規定されているから，当

事者の目的については，ＳＭＥに対し，原盤に収録された音源に係る著作隣

接権の支分権を対象として，これを譲渡ないし許諾することではなく，音源

に関して発生する一切の権利を譲渡すること，つまり，実演家及びレコード

製作者の著作隣接権を包括的に譲渡することにあることは明白であり，従来

の形態及び媒体による音源の頒布権だけでなく，将来開発される形態及び媒

体による音源の頒布権をも譲渡の対象としている。

当事者の目的を参酌すれば，音源配信は，本件各契約の「レコード」の
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「頒布」に含まれ，音源配信に係る権利も譲渡されたと解するのが相当であ

り，このように解してこそ，第６条②号に定めるように，放送，有線放送

（有線送信），上映などの無形利用について，永久に独占的権利をＳＭＥに

保障することができる。万一，本件各契約によっては，その後に著作隣接権

に追加された支分権がＳＭＥに帰属していないとすれば，本件各契約の第６

条②号と明白な矛盾を生ずることになる。

このように，本件各契約の当事者の目的は，原盤権という原盤に収録され

た音源について発生する著作隣接権を含む一切の権利を包括的にＳＭＥに帰

属させ，ＳＭＥが永久に，自由かつ独占的に当該原盤を利用することを確保

することにあるから，本件各契約においては，将来の法改正により，著作隣

接権を構成する支分権が追加されたとしても，これをも含めて実演家及びレ

コード製作者の著作隣接権の一切をＳＭＥに譲渡したと解するのがその目的

に適合する。

レコード会社であるＳＭＥは，このような一切の権利に基づきレコード等

の商品を自らのリスクで製造販売し，その利益に与り，損失の一切を負うも

のであり，一切の権利の包括的譲渡に将来の支分権も含まれると解すること

に社会的経済的合理性がある。

他方，このような原盤利用について，レコードの原盤制作費を負担した原

告は，ＳＭＥから原盤印税を継続的に支払われることが確保されているから，

社会的経済的合理性を有する衡平な契約といえる。

(3) 有線送信権と送信可能化権

昭和６１年著作権法改正により，有線送信権が認められたが，従来の「有

線放送」の中で，公衆に対して同一の情報を一斉に送信するもののほか，公

衆の求めに応じて個々に情報を送るリクエスト型の送信も含めて解釈されて

おり，重要性を増すリクエスト型の送信を明らかにするためにされた改正で

あった。そして，将来，有線放送以外の有線送信の中で，特別な扱いをすべ
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きものが出てくる場合には，新たな概念に基づく法改正がされることが予定

されていた。

本件各契約のうち，第１契約及び第２契約の第６条①号には，頒布の形態

として有線放送が例示され，第３契約の第６条（第４覚書の準用）①号には，

同様に有線送信が例示されているから，本件各契約における頒布は，インタ

ーネット配信のような公衆の求めに応じて個々に情報を送るリクエスト型の

送信すなわちインタラクティブ送信による音楽配信サービスを含むことが明

らかであり，ＳＭＥは，本件各契約により，このような音源配信について原

盤を独占的に利用する権利を譲り受けたものである。

そして，平成９年改正により，昭和６１年に新設された有線送信権を従前

の有線放送権に戻すとともに，その代替として，送信可能化権が創設された。

このように，インタラクティブ送信に係る権利は，送信可能化権の創設前

には有線送信権の中に含まれ，有線送信権の創設前には有線放送権の中に含

まれていたものであり，本件各契約の締結時に存在していた権利の代替的な

権利として送信可能化権が認められたものである。

また，音源配信においては，サーバへの音源蓄積が必要となり，これに対

して実演家の録音権及び録画権（著作権法９１条），レコード製作者の複製

権（同法９６条）が及び，送信可能化権は，このようなサーバがネットに接

続される状態を対象とするが，ほとんどの場合，録音権，録画権，複製権と

重畳的に機能し，これらの権利が行使できないような例外的な状況で意味が

ある。

さらに，著作権法改正の契機となった「実演家及びレコード製作者に関す

る世界知的所有権機関条約」は，「レコードに固定されたその実演」（同条

約１０条）及び「そのレコード」（同条約１４条）に利用可能化権を認める

ものであり，原盤に収録された音源について，一切の権利を有する者が送信

可能化権を有することは当然である。同条約は，レコード生産及び流通が第
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三者のインタラクティブないしオンデマンド型音源配信により代替される事

態を防止しようとしたものであり，レコードに係る権利の保有者を細分化あ

るいは複雑化しようとしたものではない。

(4) 文化審議会著作権分科会報告書

平成１８年１月の文化審議会著作権分科会報告書（乙４０）では，本件の

事案と同様の問題について，「第４節 契約・利用ワーキングチーム」の

「未知の利用方法に係る契約」として，報告されている。

これによっても，すべての利用契約について，「著作権者は構造的な弱者

である」との前提で法律上特別な扱いをすることは現状にも合致しないであ

ろうとされており，ＳＭＥが強者であり，原告が弱者であるとの前提で解釈

することは誤りである。

また，一般論としては，譲渡人が取得すべき将来の不確定な収益に対する

権利を契約によって包括的に譲渡することも可能であるから，著作者が当該

利用方法の経済的価値を認識した上で利用契約を締結していないからといっ

て，一般に予見し得なかった利用方法が利用契約の対象に含まれないという

わけでもないとされているから，当事者である原告とＳＭＥが本件各契約の

締結時において，将来成立する支分権である送信可能化権につき認識してい

る必要もない。

さらに，未知の利用方法が利用契約の対象に含まれていると解すべきかど

うかの判断にあたっては，著作権者が利用契約に基づく著作物の利用につい

て，十分な対価を得ていると評価されるか否かが重要となり，利用の対価の

決定方法として，利用者が取得する収益に比例した方法が採られている場合

には，新たな方法を利用契約に含めて解してもそれほど問題は生じないと思

われると指摘され，現に，本件各契約においては，原告に対して原盤印税が

継続的に支払われることが確保されている。

２ 音源配信に関する印税
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本件アーティストの音源は，平成１３年７月１１日に「bitmusic」で初めて

配信され，以来，継続して平成１７年１２月までの間，「着うた」等において

配信されていた。

ＳＭＥ又は被告において，音源配信の印税は，基本的にＣＤの印税と同様の

計算方法に基づいて算出されており，「着うた」等については，平成１６年１

月１日以降の配信分から，「プロモート利用印税」（ただし，当初は「プロモ

ート印税」の名称）が新たに設定され，原告及びファイブ・ディーに対しても，

同年７月２３日付け連絡書（乙５）で通知されている。

本件アーティストの音源配信に関する印税（実演家印税，原盤印税，プロモ

ート利用印税）は，平成１３年１１月以降，四半期ごとに原告又はファイブ・

ディーに支払われ，これまでのすべての印税が支払済みであり，いずれも異議

なく受領されている。

なお，インターネット等を通じた音源配信では，多大な設備の維持管理費用

が必要であり，ＳＭＥがそのすべてを負担している。すなわち，ＳＭＥは，そ

の音源配信開始前，違法ダウンロードサイトが横行し，ネットの音楽はタダと

いう風潮にあり，音楽産業，レコード業界として，ネット配信の枠組みを作る

ため，独自の著作権保護技術や楽曲の再生ソフトや課金システムを開発し，売

上予想なしで，平成１１年１２月，最初に「bitmusic」による音源配信を開始

したものである。

３ 業界慣習

原盤権の譲渡を受けた原盤に収録された音源に関し，レコード会社は，実演

家及びレコード製作者の送信可能化権を含む一切の著作隣接権の譲渡を受け，

他方で，原盤の利用につき実演家及び所属事務所に対して印税を支払うという

慣行は，長年にわたり，音楽業界において確立されている。このような業界慣

習に基づいて近時の音源配信も行われており，被告以外の主要なレコード会社

においても，同様である。このことは，レコード会社がコントロール権を保有
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し，実演家及び所属事務所が報酬請求権を保有するという基本的な構図で業界

慣習を理解できる。

そして，ＳＭＥを含めると日本国内で製造販売されるレコードの９割近くを

販売している日本を代表するレコード会社各社は，いずれも，次のことを認め

ている。

①現在の音楽業界において，音楽配信サービスは，従来のＣＤの市場を補完

する重要な商品市場として欠かせない存在となっている。

②原盤譲渡契約においては，「送信可能化権」の平成９年改正以前に締結さ

れたものであっても，レコード会社が送信可能化権を含む実演家及びレコ

ード製作者の著作隣接権を保有することに変わりはなく，原盤譲渡契約は，

原盤に収録された音源についての包括的な譲渡であり，将来の法改正によ

って付与される支分権も含めて譲渡されると解されている。

③平成９年改正前に締結された原盤譲渡契約に基づき制作された原盤につい

ての音楽配信サービスにおける利用について，レコード会社ないし関連会

社が送信可能化権を有するという点について，アーティストや所属事務所

（プロダクション）から異議を受けたことはない。

したがって，本件各契約も，契約当事者の目的に次いで，このような業界慣

習により，解釈されるべきである。

４ 学者の各意見

慶應義塾大学の池田眞朗教授は，契約による権利移転の原則論，一切の権利

と送信可能化権の関係，当事者の意思解釈，原盤譲渡契約の本質につき検討し，

反対説からの分析をするなどの考察を経て，送信可能化権を含む一切の権利が

譲渡されたと解することが権利移転の原則論にかない，また，原盤譲渡契約の

本質からして当事者の意思解釈に合致し，公平かつ経済的合理性を有するとの

意見を述べている（乙３０）。

また，一橋大学の土肥一史教授は，著作権の全部又は一部の譲渡，著作権譲
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渡契約締結時に法定化されていない支分権についての考え方，ドイツ著作権法

における法定化されていない支分権及び未知の利用方法に係る権利の帰属，ド

イツ法とフランス法下での規整等につき検討した上，送信可能化権が譲渡され

たと解することは，著作権法の下での包括譲渡という法形式に適合するなど，

譲渡の対価とみられる原盤印税の支払額が譲渡後の原盤の使用という将来的な

事情によって増加するという契約の特徴からみて当事者間の衡平に適合すると

の意見を述べている（乙２９）。

さらに，北海道大学の田村善之教授は，問題の所在，東京高裁平成１５年８

月７日判決（ライオン丸事件），本件との関係，著作者有利原則・目的譲渡理

論，著作権法６１条２項等につき検討した上，本件の譲渡契約の対象に送信可

能化権も含まれていると解釈すべきであるとの意見を述べている（乙４５）。

第４ 当裁判所の判断

１ 証拠によって認められる事実

前記第２の１の前提となる事実に，証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば，次

の事実が認められる。

(1) 著作権法の改正経緯

ア 著作権及び著作隣接権のうち送信系の権利の変遷

(ア) 昭和６１年法律第６４号（乙１１，顕著な事実）

昭和６１年法律第６４号による改正前の著作権法においては，「放送

公衆によつて直接受信されることを目的として無線通信の送信を行な

うことをいう。」（２条１項８号），「有線放送 公衆によつて直接受

信されることを目的として有線電気通信の送信（〔省略〕）を行なうこ

とをいう。」（２条１項１７号）とされていたところ，同改正により，

「有線送信 公衆によつて直接受信されることを目的として有線電気通

信の送信（〔省略〕）を行うことをいう。」（２条１項１７号），「有

線放送 有線送信のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信
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されることを目的として行うものをいう。」（２条１項９号の２）とさ

れた。

これは，従来，有線放送の中にオン・ディマンド型（インタラクティ

ブ型）の送信を含めて解釈していたところ，当時のキャプテンシステム

等のビデオテックス，データベースのオンラインサービスなどの新しい

情報伝達手段の発展に伴い，これらを含むことを明確にする「有線送

信」の上位概念を創設するとともに，「有線放送」の内容を一斉型の送

信に限定したものである。なお，将来，有線放送以外の有線送信の中で

特別な取扱いをすべきものが出てくる場合には，新たな概念が作られる

ことが予定されていた。

(イ) 平成９年法律第８６号（乙１６，顕著な事実）

平成９年法律第８６号により，「公衆送信 公衆によつて直接受信さ

れることを目的として無線通信又は有線電気通信の送信（〔省略〕）を

行うことをいう。」（２条１項７号の２），「放送 公衆送信のうち，

公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されることを目的として行

う無線通信の送信をいう。」（２条１項８号），「有線放送 公衆送信

のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されることを目的

として行う有線電気通信の送信をいう。」（２条１項９号の２）と改正

された。

これは，無線と有線，一斉型とオン・ディマンド型を問わず，すべて

を包括する内容の「公衆送信」の概念を設けたものであり，オン・ディ

マンド型のものは，「放送と有線放送」以外の「公衆送信」と位置付け

られる。

また，同改正により，「自動公衆送信 公衆送信のうち，公衆からの

求めに応じ自動的に行うもの（放送又は有線放送に該当するものを除

く。）をいう。」（２条１項９号の４），「送信可能化 次のいずれか
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に掲げる行為により自動公衆送信し得るようにすることをいう。イ〔省

略〕 ロ〔省略〕」（２条１項９号の５）とされ，オン・ディマンド型

（インタラクティブ型）の送信では，著作物の送信準備段階の行為も規

制の対象となり，インターネット上のサーバ（自動公衆送信装置）に著

作物の情報をアップロードした時点から公衆送信権が働くこととなった。

このうちの送信可能化権については，著作者にこれを含めた公衆送信

権として付与されたほか（２３条），実演家（９２条の２）とレコード

製作者（９６条の２）に付与されており，これらの実演家とレコード製

作者の規定は，それぞれ，実演及びレコードに関する世界知的所有権機

関条約（WIPO Performances and Phonograms Treaty）１０条及び１４

条を踏まえたものである。

イ レコード製作者の権利（顕著な事実）

昭和４５年法律第４８号による現行著作権法は，当初，レコード製作者

の狭義の著作隣接権として，複製権（９６条）のみを定めていたが，昭和

５９年法律第４６号により貸与権（９７条の２第１項，現在の９７条の３

第１項），平成９年法律第８６号により送信可能化権（９６条の２）がそ

れぞれ設けられ，さらに，平成１１年法律第７７号により譲渡権（９７条

の２第１項）が新設された。

(2) 我が国における音楽配信サービス事業の展開

ア インターネット小史

(ア) コンピュータネットワークの起源（甲１９，乙７９ないし８１，８

８，９０，１００）

ネットワークの歴史は，昭和４４年の米国国防総省におけるコンピュ

ータ間のデータ通信を可能にしたＡＲＰＡ（Advanced Research Proje

ct Agency）ネットの実験成功にまで遡る。我が国においては，旧電信

電話公社の主導により，昭和５４年にＩＮＳ（Information Network S
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ystem）構想が提示され，昭和５９年に文字や画像などの音声以外の情

報の送受信ができるキャプテン端末が開発された当時が今日のネット社

会の黎明であり，昭和６３年には，全都道府県庁所在地を結んだ光ケー

ブル網が完成した。

(イ) パソコン通信（甲２０，乙９１ないし９４）

パソコンの利用者の増加に伴い，昭和６０年以降，大手事業者の商用

サービスによるパソコン通信が盛んになった。これは，ダイヤルアップ

接続によってホスト局と接続し，直接の通信を確立してデータ通信を行

うものであり，今日のインターネットとは異なり，特定の会員相互間に

おける，いわば閉じたネットワークというべきものであった。

(ウ) Windows95以降（甲１９，乙８８）

一般家庭に本格的にパソコンが普及したのは，平成７年にWindows95

（マイクロソフト社）が搭載されるようになってからであり，同時に，

世界規模での通信網であるインターネットに接続する環境が整備されて

きた。

パソコン通信事業者等は，インターネット・サービス・プロバイダ

（ＩＳＰ）として，インターネットへの接続環境を提供し，通信速度の

改善とともに，インターネット利用者を増やしてきた。

今日，ＡＤＳＬやケーブルテレビ，光回線などによるブロードバンド

化された接続が一般的になり，パソコンのみならず，携帯電話でも，

「i-mode」（エヌ・ティ・ティ・ドコモ），「EZweb」（ＫＤＤＩ，ツ

ーカー），「Yahoo!ケータイ」（ソフトバンク）など，単体でインター

ネットに接続できる環境が提供されている。

イ 音源配信の経過

(ア) パソコン向け音源配信（甲１２，１３，１７，乙３，２８，５１な

いし７８）
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我が国のレコード業界における本格的な音楽配信サービスは，ＳＭＥ

により，平成１１年１２月２０日に「bitmusic」として開始された。こ

れは圧縮した音楽ファイルに著作権保護の技術が施されており，対応し

た携帯音楽プレーヤーであれば，購入した楽曲をパソコンから転送する

ことができ，著作権を保護しながら，ユーザーの需要にも配慮した設計

がされていた。

その後，平成１２年４月には，ＳＭＥを含むレコード各社の共同の出

資により，株式会社レーベルゲートが設立されて「レーベルゲート」を

立ち上げ，このほか，同月には，エイベックスが「@MUSIC」を開始し，

徳間ジャパンが「エムコレ！」の配信実験をスタートし，同年７月には，

ポニーキャニオンが「キャンディドットコム」，キングレコードが「K

music」をそれぞれ開始するなど，多くのレコード会社が音楽配信ビジ

ネスに進出した。そして，平成１６年４月１日，「レーベルゲート」が

東芝ＥＭＩとワーナーミュージック・ジャパンの参加などによって「m

ora」としてリニューアルされ，平成１７年８月４日には，米国アップ

ル社の子会社であるアイチューンズ株式会社が「iTunes Music Store」

の展開に乗り出した。

現在，音楽配信サービスのビジネス規模は大きく成長しており，ダウ

ンロード可能な音源数は，「iTunes Music Store」において，約１００

万曲，「mora」において，約５０万曲とされており，音楽配信サービス

は，従来のＣＤの販売と同様，広い範囲の音源をカバーしている。

(イ) 携帯電話向け音源配信（甲１２，乙３，２８）

携帯電話でも，平成１１年２月から，エヌ・ティ・ティ・ドコモによ

り，「i-mode」でのＭＩＤＩ音源を利用した配信サービス（いわゆる着

信メロディ）が開始された。また，平成１２年１１月には，ＰＨＳ端末

のＤＤＩポケットから，ＣＤなどの音源を配信する「Sound Market」の
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サービスが始まり，平成１３年１月から，エヌ・ティ・ティ・ドコモの

ＰＨＳ端末でも，「M-stage music」が開始された。

そして，平成１４年１２月から，ＣＤなどの音源を携帯電話の着信音

として設定することのできる「着うた」のサービスが開始され，平成１

６年１１月１９日から，ＫＤＤＩの携帯端末向けに音源１曲の全部の配

信が可能な「着うたフル」のサービスが始まった。また，平成１７年８

月からは，ボーダフォン（現在のソフトバンク）の携帯端末向けの「着

うたフル」サービスも開始されている。

今日，携帯電話向けの音源配信は，事業者側にとっても課金システム

が確立されているメリットがある一方，ユーザー側のサービス利用障壁

が低いこともあって，一般に広く浸透しており，ＫＤＤＩの携帯端末に

よる「着うたフル」の累計ダウンロード件数は，平成１７年６月に１０

００万曲を突破した。

ウ 音楽配信サービスの売上げ等（乙３，４，２８）

(ア) 音楽ソフト売上げ

近年のＣＤレンタル等を含むＣＤの売上げは，次のとおりである。

平成１３年 ５９３４億円

平成１４年 ５８０８億円

平成１５年 ５３１９億円

平成１６年 ５２０２億円

この数年，ＣＤの売上げは減少しており，平成１６年は平成１３年の８

７．７％である。

(イ) インターネット配信（パソコン向け音源配信）売上げ

近年の音源配信とＭＩＤＩデータ配信を併せた売上げは，次のとおり

である。

平成１３年 １６億円（うち，音源配信のみ ５億円）
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平成１４年 ２５億円（うち，音源配信のみ１１億円）

平成１５年 ３２億円（うち，音源配信のみ１７億円）

平成１６年 ５０億円（うち，音源配信のみ３６億円）

平成１６年は平成１３年の３１２．５％であって，ＭＩＤＩ音源を除い

た音源配信のみでみれば，７倍以上に拡大している。

(ウ) 着信メロディ，「着うた」及び「着うたフル」配信（携帯電話向け

音源配信）売上げ

近年の携帯電話向け音源配信の売上げは，次のとおりである。

平成１３年 ５０３億円

平成１４年 ６６４億円

平成１５年 ８９７億円

平成１６年 １０９９億円

平成１６年は平成１３年の２１８．５％となっている。

エ 音楽配信サービスの位置付け（乙３，２８）

(ア) 独立行政法人日本貿易振興機構の調査レポートである「産業レポー

ト 日本の音楽配信産業の動向（２００５年１２月）」（乙３）によれ

ば，要旨，「近年の音楽ソフト市場は，音楽ＣＤ販売の退潮が続く一方，

インターネット向け音楽配信の市場規模が着実に拡大しつつある。音楽

配信市場拡大の背景には，インターネット音楽配信プロバイダーや携帯

電話向け配信プロバイダーを経由する新たな流通構造の確立がある。音

楽配信ビジネスの特徴は，商材であるコンテンツがＤＲＭ（デジタル著

作権管理）によって保護されるため，配信プラットフォームによって継

続的に収益を得ることが可能となる点にある。」とされている。

(イ) 市場規模としてみても，平成１６年におけるパソコン向け及び携帯

電話向け音源配信の売上合計額は１１４９億円であり，ＣＤレンタル等

を含むＣＤの売上額の５２０２億円の２割以上を占めるに至っている。
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このように，音楽配信サービスは，今日，従来からのＣＤなどの販売

と同様，広い範囲の音源をカバーしており，現在では，通常，ＣＤの発

売と同時に着うたフル等の配信が開始されている。

(3) レコード原盤制作の経緯等

ア 音楽業界におけるレコード原盤の制作（乙９）

(ア) ＣＤのような音源についてレコード原盤といわれるマスターの録音

物を制作する主体は，音楽実演家たるアーティストの所属する音楽事務

所（プロダクション）であり，プレスされたＣＤのようなレコードを配

給する主体は，レコード会社であるとされている。その配給とは，プレ

スして製造されたＣＤを商品化して宣伝し，卸売店や小売店に販売する

ことであるところ，実際には，レコード会社がプレスや物理的な配給も

他社に委託して行っていることが多く，レコード会社の配給事業の本質

は，レコードの企画と宣伝にある。

(イ) レコード会社，アーティスト又は所属事務所のいずれかの主導によ

り，新作アルバムとしての原盤制作がスタートすると，原盤の制作費と

して，スタジオミュージシャンの報酬，スタジオ使用料，編集室使用料，

エンジニア料及び編曲料等が必要となる。

このような原盤制作費の負担の方法は，レコード会社と所属事務所と

の契約の内容により，①レコード会社が全額負担するもの，②レコード

会社と所属事務所が共同して負担するもの，③所属事務所が全額負担す

るものの３つに分けられる。上記②の方法で制作された原盤については，

「共同原盤」と称されている。

(ウ) なお，アーティストは，所属事務所との間でマネージメント契約を

締結しており，同契約に従って，レコード会社から所属事務所を経由し

て実演家印税分の支払を受けることになる。

イ レコード会社と所属事務所の契約形態
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レコード会社は，原盤の制作に資金を投下し，商品としてのＣＤを製造

し，宣伝広告や販売促進に費用をかけ，在庫リスクを背負いつつ，自らの

販売網によって，これを販売する。実演家たるアーティストは，在庫リス

クのような危険を負担しない一方，これに対するリターンは，小売価格の

２％程度の実演家印税によることになる。

これに対し，所属事務所は，原盤制作費を部分的に負担し，リスクを一

部引き受けて共同原盤についての権利者となることで，レコード会社から

原盤印税の支払を受け（前記ア(イ)②の場合），又は原盤制作費を全額負

担して，より高い原盤印税の支払を受けることができる（前記ア(イ)③の

場合）。（乙９）

具体的な契約形態の概要は，次のとおりである。（乙１７ないし２８，

３１ないし３５，４１，４２，４４）

(ア) 専属実演家契約（前記ア(イ)①の場合）

実演家たるアーティストの多くは音楽事務所に所属しており，所属事

務所とレコード会社とは，専属実演家契約を締結する。この契約におい

ては，レコード会社が原盤制作費を全額負担してレコード製作者となる

が，制作された原盤に関する実演家の著作隣接権等の一切の権利がレコ

ード会社に譲渡され，実演家が所属事務所を経由して通常１ないし２％

程度の実演家印税の支払を受ける内容となっている。

(イ) 共同制作原盤譲渡契約（前記ア(イ)②の場合）

所属事務所とレコード会社は，原盤制作費を共同で負担する場合，共

同制作原盤譲渡契約を締結する。この費用の一部を負担した所属事務所

は，レコード会社と共同してレコード製作者となるが，この契約におい

ては，制作された原盤に関して，実演家の著作隣接権も含め，レコード

製作者の著作隣接権等の一切の権利がレコード会社に譲渡され，所属事

務所が通常１０数％程度の原盤印税をレコード会社との負担割合に応じ
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て支払を受けるほか，所属事務所を経由して実演家に実演家印税が支払

われる内容となっている。

(ウ) 原盤独占譲渡契約（前記ア(イ)③の場合）

所属事務所とレコード会社は，原盤制作費を所属事務所が全額負担す

る場合，原盤独占譲渡契約を締結する。所属事務所は，単独でレコード

製作者となるが，この契約においても，制作された原盤に関して，実演

家の著作隣接権も含め，レコード製作者の著作隣接権等の一切の権利が

レコード会社に譲渡され，所属事務所が原盤印税の支払を受けるほか，

所属事務所を経由して実演家に実演家印税が支払われる内容となってい

る。この場合，所属事務所は，レコード会社との間で案分することなく

原盤印税の全額の支払を受けることができる。

ウ 本件アーティストに係るレコード原盤制作

(ア) 本件アーティストの発掘（乙８６）

本件アーティストについては，ＳＭＥにデモテープが送られてきたこ

とを契機として，ＳＭＥの新人発掘部門が本件アーティストの才能を認

めて評価し，ＳＭＥが本件アーティストを全面的にバックアップをする

形がとられ，原告が音楽事務所として引き受けることになって，本件ア

ーティストのメジャーデビューが実現した。

(イ) 本件各契約に基づく原盤制作（甲１ないし４，１１，乙１，２８，

８６）

ＳＭＥ担当者と原告代表者との話合いにより，ＳＭＥと原告との間で，

本件アーティストに係るレコード原盤の制作費を折半することを基本と

して，共同制作原盤譲渡契約を締結する旨合意された。

その後，第１契約，第２契約及び第３契約に基づいて，Ａ音源に関す

るレコードの原盤が制作費を原告とＳＭＥが各２分の１を負担して制作

された。また，第４覚書に基づいて，Ｂ音源に関するレコードの原盤が
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制作費の全額を原告が負担して制作された。

エ 送信可能化の経緯（乙１３，弁論の全趣旨）

平成９年法律第８６号が施行された平成１０年１月１日当時，Ａ音源及

びＢ音源に係るレコードについて，自動公衆送信される状態に置かれてい

たことはなく，未だ送信可能化は行われていなかった。

Ａ音源及びＢ音源に関して配信されるようになったのは，平成１３年７

月１１日以降である。

(4) 本件各契約の規定の概要

ア 本件各契約の概要（甲１ないし４）

本件各契約のうちの第１契約，第２契約及び第３契約は，いずれも，原

告とＳＭＥとが本件アーティストの実演を収録し，共同で原盤を制作し，

原告はこれを何ら制限なく独占的にＳＭＥに譲渡することに関するもので

（前文），大半の規定を同じくするものである。特に，第１契約と第２契

約の書面については，ＳＭＥが用意した印字された雛型の定型用紙の空欄

に，原告名，本件アーティスト名，原盤制作費の持分比率，印税率等の数

字，印税の振込先口座，契約期間年数等を手書きで書き入れたものであっ

た。

その概要を見出しでみると，第１契約，第２契約及び第３契約のいずれ

も共通しており，第１条（定義），第２条（委任），第３条（目的），第

４条（原盤制作），第５条（原盤制作費），第６条（権利の譲渡），第７

条（約諾），第８条（実演家印税），第９条（原盤印税），第１０条（特

別な場合），第１１条（印税計算・支払），第１２条（スタジオ使用料），

第１３条（広告・宣伝），第１４条（保証），第１５条（委任関係），第

１６条（事前の承認），第１７条（契約期間），第１８条（契約違反），

第１９条（機密保持），第２０条（信義則），第２１条（修正・変更），

第２２条（特約条項）となっている。
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また，第４覚書は，全体で９項の条項からなり，負担割合の変更のほか，

契約更改金の支払条項やいわゆるアーティスト育成条項等が含まれている。

イ 第１契約の内容（甲１）

第１契約の主要な条項は，次のとおりである。

(ア) 第２条（委任）

「甲は，丙から丙の実演を収録して，レコード及びビデオを独占的に複

製し，頒布その他を行なうについて完全なる委任を受けており，本契

約を締結するに足る十分な権利を有していることを保証する。」

(イ) 第３条（目的）

「甲及び乙は，本契約の有効期間中（更新延長期間も含む。以下同じ）

丙による実演を独占的に収録して共同で原盤を制作する。

当該原盤及びこれに係る一切の権利は，甲・乙の共有に属するものと

し，原盤は乙が保管する。」

(ウ) 第５条（原盤制作費）

「(1)原盤の制作に関する諸費用（〔省略〕）は，甲がその１／２，乙

がその１／２を負担する。

(2)甲が負担すべき原盤制作費を乙が立替払いを行なった場合，乙は

その負担分を甲に請求し，甲は請求のあった日より６０日以内に当

該請求金全額を乙に支払うものとする。

(3)尚，甲が前項の支払を行なわない場合，乙は甲が原盤に係る一切

の権利を全て放棄したものと看做し，乙の自由な判断により当該原

盤に係る甲の有する一切の権利を，原始的に全て乙に帰属させるこ

とができるものとする。」

(エ) 第６条（権利の譲渡）

「甲は，本契約に基づく原盤に関し甲の有する一切の権利（甲・丙の著

作隣接権又は甲の著作権を含む）を，何らの制限なく独占的に乙に譲
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渡する。

①この権利には，一切の複製・頒布（貸与・放送・有線放送・上映を

含む。以下同じ）権及び二次使用料等（〔省略〕）の徴収権を包含

する。

②乙は，如何なる国に於いても，随時，本契約の終了後も引続いて自

由に，且つ独占的に当該原盤を利用してレコード及びビデオを複製

し，これらに適宜のレーベルを付して頒布することが出来る。

③前号のレコード及びビデオの種類，数量，価格，発売の時期・方法

その他一切の事項について，乙は自由な判断により決定することが

出来る。

④この権利の一部又は全部を，乙は自由な判断により第三者に譲渡す

ることが出来る。」

(オ) 第７条（約諾）

「(1)甲は，乙に対し以下のことを約諾する。

①本契約の有効期間中は，乙以外の者の為に収録の為の実演を丙に

行なわせないこと，並びに劇場用及びテレビ用映画等に丙が出演

する際は，当該映画からレコード又はビデオを複製し頒布する権

利は，乙が独占的に留保している旨を明示した契約により行なう

こと。

②本契約終了後５ヶ年間は，既に乙が丙の実演により発売したレコ

ード又はビデオに関る原盤に収録された著作物と同一の著作物に

関して，収録の為の実演を丙に行なわせたり，甲自ら丙の実演を

収録したり，乙以外の者にその収録を許諾したりしないこと。

③〔省略〕

(2)万一，甲が前項に違背した場合は，その結果生じた全てのレコー

ド及びビデオに係る一切の権利（甲・丙の著作隣接権又は甲の著作
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権を含む）は，すべて甲・乙・丙間の別段の意思表示を要せず，当

然乙に帰属したものとする。」

(カ) 第８条（実演家印税）

「甲及び乙は，本契約に基づく原盤を使用して発売されたレコード及び

ビデオに関して，以下の定めに従い，丙の実演家印税（所得税込）を

算出し，甲がその１／２，乙がその１／２を負担し，甲を経由して丙

に支払うものとする。

(1)レコードとして発売した場合

①シングル・レコード（〔省略〕）の場合

片面１曲につき金２円００銭

②シングル・レコード以外のレコードの場合

前号の定めにより算出したシングル・レコード１枚当りの印税を

基にし，当該レコードとシングル・レコードの税込定価の比率に

より算出する。

(2)デジタル・オーディオ・ディスク又は特殊なレコード，ビデオと

して発売した場合は，乙の業界慣習に従い乙が決定する。」

(キ) 第９条（原盤印税）

「本契約に基づく原盤を使用した場合の原盤印税（〔省略〕）は，以下

の通りとし甲がその１／２，乙がその１／２を収受するものとする。

(1)レコードとして発売した場合

１枚のレコードに本契約に基づく原盤のみを使用した場合，レコー

ド１枚につき

（税込定価－消費税－ジャケット代）×１０％

ジャケット代は，税込定価の１０％とする。但し，シングル・レコ

ードの場合は，ジャケット代の控除を行なわないものとする。

(2)デジタル・オーディオ・ディスク又は特殊なレコード，ビデオに
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使用した場合は，乙の業界慣習に従い乙が決定する。」

(ク) 第１１条（印税計算・支払）

「(1)本契約に基づく印税は，レコード及びビデオの営業所出庫数量の

８０％に対して発生するものとする。

(2)乙は，毎年３月，６月，９月及び１２月の各末日をもって印税の

計算（円単位以下二桁にて切捨て）を締め，各締切日の翌々月２５

日に計算明細書を付して甲（丙）に支払う。

〔省略〕

(3)〔省略〕」

(ケ) 第１５条（委任関係）

「(1)本契約の締結にあたって，及び本契約の有効期間中はいつでも，

甲は乙の要請があれば，本契約に関係のある甲・丙間の契約書・覚

書等の写および丙の委任状等を乙に提出する。

(2)万一，本契約期間中に甲・丙間の契約関係がすべて消滅した場合

に於いても，丙は引続き乙の専属実演家として，本契約に定めると

同一条件にて，本契約上丙に課せられた義務を履行するものとし，

甲はこれに対して何等異議を申し立てないことを約諾する。」

(コ) 第１７条（契約期間）

「(1)①本契約の期間は，本契約の締結日から最初のレコード又はビデ

オの発売日まで，及び当該発売日以降２ヶ年間とする。

②本契約の期間満了の２ヶ月前迄に，甲又は乙が相手方に対して文

書により本契約の消滅の意思表示をしない限り，本契約は更に２

ヶ年の期間，同一条件にて自動的に更新延長される。

③自動延長後の取扱についても，前号の定めによるものとする。

(2)〔省略〕」

(サ) 第２０条（信義則）
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「本契約に定めのない事項，又は本契約の条項の解釈等についての疑義

を生じた場合は，甲・乙誠意をもって協議の上，信義に則して解決す

るものとする。」

ウ 第２契約の内容（甲２）

第２契約の条項は，第１契約と基本的に同一であるが，内容の異なる主

要な条項は，次のとおりである。

(ア) 第８条（実演家印税）

「(1)レコードとして発売した場合

１枚のレコードに，当該原盤のみを使用した場合，レコード１枚に

つき

（税込定価－消費税－ジャケット代）×１．５％

ジャケット代はデジタル・オーディオ・ディスクにおいて所謂「特

殊仕様」ジャケットを使用した場合は税込定価の１５％，その他の

レコードに関しては税込定価の１０％とする。但し，シングル・レ

コード（〔省略〕）の場合は，ジャケット代の控除を行なわないも

のとする。

(2)特殊なレコード，ビデオとして発売した場合は，乙の業界慣習に

従い乙が決定する。」

(イ) 第９条（原盤印税）

「(1)レコードとして発売した場合

１枚のレコードに当該原盤のみを使用した場合，レコード１枚につ

き

（税込定価－消費税－ジャケット代）×１１．５％

ジャケット代はデジタル・オーディオ・ディスクにおいて所謂「特

殊仕様」ジャケットを使用した場合は税込定価の１５％，その他の

レコードに関しては税込定価の１０％とする。但し，シングル・レ
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コード（〔省略〕）の場合は，ジャケット代の控除を行なわないも

のとする。

(2)特殊なレコード，ビデオとして発売した場合は，乙の業界慣習に

従い乙が決定する。」

(ウ) 第１７条（契約期間）

「(1)①本契約の期間は，１９９１年５月２１日から１９９３年５月２

０日迄とする。」

エ 第３契約の内容（甲３）

第３契約の条項は，第１契約及び第２契約と基本的に同一であるが，内

容の異なる主要な条項は，次のとおりである。

(ア) 第６条（権利の譲渡）

「①この権利には，一切の複製・頒布（貸与・放送・有線送信・上映等

を含む。以下同じ）権及び二次使用料等（〔省略〕）の徴収権を包

含する。」

(イ) 第８条（実演家印税）

「(1)レコードとして発売した場合

１枚のレコードに，当該原盤のみを使用した場合，レコード１枚に

つき

（税込定価－消費税－ジャケット代）×２％

ジャケット代はデジタル・オーディオ・ディスクにおいて所謂「特

殊仕様」ジャケットを使用した場合は税込定価の１５％，その他の

レコードに関しては税込定価の１０％とする。

(2)特殊なレコード及び特殊なビデオとして発売した場合の丙の実演

家印税は，乙の業界慣習に従い乙が決定する。」

(ウ) 第９条（原盤印税）

「(1)レコードとして発売した場合
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１枚のレコードに当該原盤のみを使用した場合，レコード１枚につ

き

（税込定価－消費税－ジャケット代）×１２％

ジャケット代はデジタル・オーディオ・ディスクにおいて所謂「特

殊仕様」ジャケットを使用した場合は税込定価の１５％，その他の

レコードに関しては税込定価の１０％とする。

(2)特殊なレコード及び特殊なビデオとして発売した場合の原盤印税

は，乙の業界慣習に従い乙が決定する。」

(エ) 第１７条（契約期間）

「(1)①本契約の期間は，１９９３年５月２１日から本契約に基づく丙

のオリジナル・フルアルバム（〔省略〕）２タイトル目の発売日

迄とする。

②甲・乙は，本契約期間満了の２ヶ月前迄に，本契約期間満了日以

降の契約に関する取扱いを協議するものとする。

この場合，甲は丙のレコード及びビデオに係る原盤制作権又は発

売権に関し，乙に所謂ファースト・オプション権（最優先選択

権）を賦与するものとする。

(2)〔省略〕」

オ 第４覚書の内容（甲４）

第４覚書の主要な条項は，次のとおりであり，第３契約の該当する条項

に変更を加え，また，新規の事項を規定している。

(ア) １項

「甲・乙の両者は，原契約第１７条第１項規定の原契約の契約期間を１

９９４年１１月２２日から原契約に基づく丙のオリジナル・フルアル

バム（〔省略〕）１タイトル目の発売日迄及び当該発売日以降３カ月

間の期間更新・延長することに合意するものとします。」
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(イ) ２項

「原契約第５条第１項に規定の原盤制作費および原契約第８条に規定の

実演家印税の負担割合，並びに原契約第９条に規定の原盤印税の収受

割合『甲１／２，乙１／２』を『甲１００％』と読み替えるものとし

ます。」

(ウ) ３項（なお，３項は項番号が重複しており，このうちの最初の項）

「前項の規定に基づき，原契約の更新・延長期間中に甲が新規に制作し，

乙に譲渡する原盤を使用した場合の原盤印税率等の取扱いについては，

以下の通りとするものとします。

①レコードとして発売した場合に関しては，原契約第９条第１項に

規定の原盤印税率『１２％』を『１３％』に読み替え，その全額

を乙は甲に支払うものとします。尚，乙は原契約第８条に規定の

実演家印税の支払を行う義務はないものとします。

②〔省略〕」

(エ) ５項

「乙は，契約更改金として金１，０００万円也（消費税別途加算）を本

覚書締結後すみやかに甲に対し支払うものとします。」

(オ) ６項

「乙は，本覚書の有効期間中の丙の海外における音楽活動を積極的に援

助・応援するため『海外活動協力金』として，金１，０００万円也

（消費税別途加算）を甲に対し支払うものとします。〔省略〕」

(カ) ８項

「本覚書に定めのない事項については，原契約等の諸条項の規定を準用

するものとします。」

カ 現在の共同制作原盤譲渡契約書の雛型（乙８４，８５）

平成９年改正の後，被告において，共同制作原盤譲渡契約書の雛型が改
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訂され，次のとおり，インターネットを利用した音源配信等に関する規定

が設けられた契約書を使用している。

(ア) 第１条（定義）

「⑧レコード等：収録物のうち，第三者への提供又は第三者による利用

を目的として製作される物をいいます。レコード等には，〔省略〕

ハードディスク，公衆送信用記録媒体，並びに，将来開発され得る

その他の物を含みますが，これらには限定されません。」

「⑪利用行為 ：〔省略〕(ⅲ)レコード等に収録された実演を送信その

他の方法によって第三者に提供して，第三者に実演を再生させ得る

ようにする行為をいいます。」

(イ) 第４条（本件利用行為）

「(1)乙は，本契約の有効期間中及び本契約の終了後を問わず，また，

地域の制限なく，本契約の有効期間中に制作された本件原盤等を使

用して，本件利用行為を行うことができます。」

(ウ) 第６条（権利の譲渡及び帰属）

「(1)本件契約に基づいて行われる収録のための実演，及び当該収録の

ための実演によって甲乙共同にて制作された本件原盤等に係る以下

の権利について，甲は，地域及び期間の制限なく，独占的に乙に譲

渡するものとします。

①所有権。

②著作権法に基づくレコード製作者の権利。

③著作権法に基づく実演家の権利。

④著作権法に基づく著作者の権利。〔省略〕

⑤著作権法に基づく映画製作者の権利。

⑥本件原盤等の制作に伴って発生する，その他一切の権利。」

(エ) なお，印税については，同契約書別紙部分「原盤印税及び実演家印



40

税の算定方式及び支払方法」の「１．原盤印税及び実演家印税の算定方

式 Ａ．本件レコード等を販売する場合」において，

「(10)本契約第１条第１１号(ⅲ)に規定する利用行為により販売する場

合

①第(1)項に規定した印税率に８０％を乗じて，本件印税を算出し

ます。

②ジャケット代は税込定価の１０％とします。但し，ジャケットを

伴わない販売についてはジャケット代の控除を行いません。

③本件印税は販売数量の１００％に対して発生します。」

と規定されている。

(5) 原盤印税の支払実績

ア プロモート利用印税（乙５ないし８，１２，１４）

新ＳＭＥ（ＳＭＥが平成１５年４月１日に「株式会社エスエムイージェ

ー」に商号変更されると同時に新設分割された「株式会社ソニー・ミュー

ジックエンタテインメント」）は，平成１６年１月１日以降の「着うた」

としての音楽配信サービスを対象とする「プロモート印税」について，取

引先に対し，次のとおり通知した。

「１．印税率 ：①〔省略〕

②貴社・当社が共同で制作費を負担した原盤；

（税込定価－消費税）×｛３％＋（４％×貴社原盤持分比率）｝

※〔省略〕

③貴社が全ての制作費を負担した原盤；

（税込定価－消費税）×７％

※印税計算対象数量は販売数の１００％とします。

２．対象原盤：貴社・当社間において締結されている全てのアーティス

トに係る契約に基づき制作され，当社が保有する全ての
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原盤。

３．〔省略〕

４．〔省略〕

５．備考 ：①「着うた<Ｒ>」が新規開発商品であることに鑑み，当

分 の間，各印税率に８０％を乗じて印税率を算出しま

す。

②〔省略〕

③〔省略〕」

その後，平成１７年１月１日以降の「着うた」としての音楽配信サービ

スを対象として，これを新たに「プロモート利用印税」と改め，取引先に

対して通知した。これによると，印税率等については，従前のプロモート

印税と同じであるが，対象サービスを着うた以外にも拡大し，音楽配信サ

ービスにおける配信控除として２０％を控除し，当分の間各印税率に８０

％を乗じて印税を算出すると説明している。

イ 被告の印税支払実務（甲１ないし４，１２，乙５ないし８，１３ないし

１５，４６ないし５０（枝番を含む。以下同じ。））

被告における印税支払の実務は，音源配信の種類に応じ，本件各契約に

よる印税支払の取決め及びプロモート利用印税の支払約束の規定に従って，

次のとおり行われている。

(ア) 「mora」や「iTunes Music Store」のサイトから提供されるフル音

源配信では，レコードに収録された音源を同じ容量（収録時間）で配信

しており，原盤印税（他に実演家印税）が支払われる。

(イ) 「着うた」に代表される音源及びビデオクリップ等の一部を配信す

るサービスでは，主に，レコード会社直営のサイトからダウンロード配

信されており，原盤印税（他に実演家印税）に加えてプロモート利用印

税が支払われる。
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そして，印税の計算方法は，従来のレコード販売に関する原盤印税の基

本的な計算式が「（税込価格－消費税－ジャケット代)×印税率×(営業所

出庫数×８０％)」であるところ，音源配信の場合の基本的な計算方法は，

上記の計算式を音源配信に当てはめたものであって，「（税込価格－消費

税)×(印税率×８０％)×ダウンロード数」である。このうち，税込価格

は，ダウンロード１回当たりの税込価格であって，フル音源配信の場合は

２１０円程度，一部の音源配信の場合は１０５円程度であり，原盤印税及

びプロモート利用印税の印税率は，契約書等に記載の印税率のとおりであ

る。なお，印税率に８０％を乗じて，２０％を配信控除としているのは，

サーバ等の設備投資，各種技術に関わる費用等のインフラ整備等，音楽配

信サービスの普及や市場形成に当たり投資した費用回収相当分とされてい

る。

ウ 本件アーティストの音源配信に関する印税支払実績（乙１０，１３）

ＳＭＥ又は被告は，本件アーティストの平成１３年７月から平成１７年

１２月までの音源配信に関する印税として，原告又はファイブ・ディーに

対し，合計１４３万６６４５円を支払った。

(6) 原告の申入れとこれに対する回答

原告は，新ＳＭＥに対し，平成１７年９月６日付け申入書（甲５）をもっ

て，本件アーティストの音源について，本件アーティストが実演家の送信可

能化権を有し，原告がレコード製作者の送信可能化権を有することを前提に，

音源配信の利益配分に関する新たな算出方法の設定を条件とする本件アーテ

ィストの音源の配信を求めた。

これに対し，新ＳＭＥは，原告に対し，同年１２月２０日付け書面（甲

８）をもって，本件アーティストの音源については，被告が送信可能化権を

含む一切の権利を保有しており，原告との間の紛争が解決するまで，本件ア

ーティストの音源の配信を中断する旨を伝えた。
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２ Ａ音源及びＢ音源に関するレコード製作者の送信可能化権の帰属について

(1) Ａ音源及びＢ音源に関するレコード製作者

ア レコード製作者の意義

著作権法上，レコード製作者とは，「レコードに固定されている音を最

初に固定した者をいう。」（著作権法２条１項６号）と定義されているか

ら，レコード（同法２条１項５号）に入っている音を初めて蓄音機用音盤，

録音テープその他の物に固定した者，すなわち，レコードの原盤の制作者

を指すものと解される。そして，レコード製作者であるためには，いかな

る方式の履行をも要しないものであるが（同法８９条５項），物理的な録

音行為の従事者ではなく，自己の計算と責任において録音する者，通常は，

原盤制作時における費用の負担者がこれに該当するというべきである。ま

た，レコード製作者が誰かについては，原盤制作と同時に原始的に決定さ

れるべきものであり，原盤制作後の後発的な費用負担の変更等によって，

レコード製作者たる地位そのものが変わることはないものと解される。

イ 本件におけるレコード製作者

これを本件についてみるに，本件各契約において，前記１(3)ウ(イ)認

定のとおり，第１契約，第２契約及び第３契約では，Ａ音源に係る原盤の

制作前に，原告とＳＭＥが制作費の各２分の１を負担し，第４覚書では，

Ｂ音源に係る原盤の制作前に，原告が制作費の全額を負担することが明示

的に決まっていたものである。そして，Ａ音源に係る原盤は，原告とＳＭ

Ｅが共同で２分の１ずつ各自の計算と責任において制作し，Ｂ音源に係る

原盤は，原告が自己の計算と責任において制作したものである。

したがって，これらの音源に係る原盤の制作時において，原始的に，Ａ

音源については，原告とＳＭＥが各２分の１の割合をもって共同してレコ

ード製作者の地位を取得し，Ｂ音源については，原告がその全部につき単

独でレコード製作者の地位を取得したものと認められる。なお，本件にお
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いて，Ａ音源及びＢ音源に関するレコードが著作権法８条（保護を受ける

レコード）の要件を充たしていることは明らかである。

ウ レコード製作者の有する権利

平成１１年法律第７７号による著作権法改正の結果，現在では，レコー

ド製作者は，複製権（著作権法９６条），送信可能化権（同法９６条の

２），譲渡権（同法９７条の２第１項）及び貸与権（同法９７条の３第１

項）の外，二次使用料を受ける権利（同法９７条１項）及び報酬を受ける

権利（同法９７条の３第３項）をそれぞれ享有する（同法８９条２項）。

このうち，二次使用料及び報酬を受ける権利を除いたものが，狭義の著作

隣接権（同法８９条６項）である。

本件各契約が締結された平成元年５月から平成６年１１月までの当時は，

平成９年法律第８６号及び平成１１年法律第７７号の施行前であるから，

レコード製作者には，上記の狭義の著作隣接権のうち，複製権及び貸与権

のみが付与されていたものであり，送信可能化権及び譲渡権は付与されて

いなかった。

(2) 本件各契約におけるレコード製作者の権利

ア 本件各契約の体裁

本件各契約の当事者は，本件アーティスト（丙）の所属事務所である原

告（甲）とレコード会社であるＳＭＥ（乙）であり，このうち，第１契約，

第２契約及び第３契約については，互いに共同のレコード製作者の地位に

ある原告とＳＭＥとの間で交わされた契約であり，第４覚書については，

単独のレコード製作者の地位にある原告とそのような地位にないＳＭＥと

の間で交わされた契約である。

第１契約，第２契約及び第３契約が前記１(3)イ(イ)の「共同制作原盤

譲渡契約」に当たるのに対し，第４覚書は，前記１(3)イ(ウ)の「原盤独

占譲渡契約」であるものと位置付けられる。
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なお，本件各契約においては，原告が本件アーティストからその実演を

収録してレコード及びビデオを独占的に複製し，頒布その他を行うにつき

委任を受けており，十分な権利を有することを保証する（第２条）ととも

に，要請によって，原告と本件アーティストの間の契約書の写しや委任状

等をＳＭＥに提出する（第１５条）ものとされているから，原告は，実演

家たる本件アーティストとの関係では，本件各契約における本件アーティ

ストの権利義務に関する条項について，所属事務所として，本件アーティ

ストを実質的に代理する立場で契約した内容となっている。

イ 本件各契約上のレコード原盤に関する権利

本件各契約の中では，第１契約（甲１），第２契約（甲２）及び第３契

約（甲３。第４覚書（甲４）により準用される場合を含む。）の第６条

（「原盤に関し甲の有する一切の権利（甲・丙の著作隣接権又は甲の著作

権を含む）」）のみならず，第３条（「当該原盤及びこれに係る一切の権

利」），第５条(3)項（「当該原盤に係る甲の有する一切の権利」），第

７条(2)項（「レコード及びビデオに係る一切の権利（甲・丙の著作隣接

権又は甲の著作権を含む）」）等の規定において，本件アーティストの所

属事務所である原告が有する原盤に関する権利として，本件アーティスト

の実演家としての著作隣接権等も含め，これを包括的に捉えて構成してい

る。

このような原盤に関する権利を「原盤権」と称するか否かは格別として，

原盤に関して原告の有する権利の中に，著作権法で定められたレコード製

作者としての一切の著作隣接権が含まれているものと解される。

なお，前記１(4)カ認定のとおり，被告が利用する現在の共同制作原盤

譲渡契約書（乙８４）では，第６条（権利の譲渡及び帰属）の中で，譲渡

の対象となる原盤に係る権利として，①所有権，②著作権法に基づくレコ

ード製作者の権利，③著作権法に基づく実演家の権利，④著作権法に基づ
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く著作者の権利，⑤著作権法に基づく映画製作者の権利，⑥原盤等の制作

に伴って発生するその他一切の権利を掲げることにより，規定を具体化し

ている。

(3) 本件各契約における著作隣接権譲渡の解釈

ア 本件各契約の解釈

本件各契約における権利譲渡条項については，当該条項の文言自体及び

本件各契約書中の他の条項のほか，契約当時の社会的な背景事情の下で，

当事者の達しようとした経済的又は社会的目的及び業界における慣習等を

総合的に考慮して，当事者の意思を探求し解釈すべきものである。

イ 条項の文言及び契約の内容

前記(2)アのとおり，第１契約，第２契約及び第３契約は共同制作原盤

譲渡契約であり，第４覚書は原盤独占譲渡契約であるところ，本件各契約

は，第１契約，第２契約及び第３契約の前文にあるとおり，本件アーティ

ストの実演を収録して原盤を制作し，原告からＳＭＥに対して「何ら制限

なく独占的に」これを譲渡することに関して契約されたものである。そし

て，本件各契約の第３条（目的）及び第６条（権利の譲渡）は，いずれも，

この前文を直接的に具体化した規定であり，第６条には，原告は，当該契

約に基づく原盤に関し原告の有する「一切の権利（中略）を，何らの制限

なく独占的に」ＳＭＥに譲渡すること及び上記権利には，「一切の複製・

頒布（貸与・放送・有線放送・上映を含む。）権」等を包含することが規

定されているのである。

他方，本件各契約のうち，第１契約，第２契約及び第３契約についての

第８条（実演家印税），第９条（原盤印税），第１０条（特別な場合）及

び第１１条（印税計算・支払），第４覚書の２項及び３項は，いずれも，

印税の支払についての取決めであり，本件各契約の第６条に従って，原盤

に関する権利が原告からＳＭＥに譲渡された後，レコード等の売上げに応
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じて，ＳＭＥから原告に対して原盤印税が支払われ，実演家印税もＳＭＥ

から本件アーティストに対して原告を経由して支払われることを規定した

ものである。

本件各契約の第６条の文言は，前記１(4)イウエ認定のとおり，各柱書

において，原盤に関して原告の有する権利（原告と本件アーティストの著

作隣接権又は原告の著作権を含む）を「何らの制限なく独占的に」ＳＭＥ

に譲渡するというものであり，そこには，原告の下に権利の一部を留保す

るような文言上の手掛かりはない。

なお，本件各契約の第６条①号の中で，柱書の権利の内容として，「一

切の複製・頒布（貸与・放送・有線放送〔有線送信〕・上映〔等〕）権

〔省略〕を包含する」と規定されているが，このうち，レコード製作者の

著作隣接権に該当するのは，貸与権のみであり，放送権，有線放送権（有

線送信権）は，実演家の著作隣接権に関するものである。ここでの有線放

送権あるいは有線送信権における解釈の如何は，著作権法上の排他的権利

であるレコード製作者の著作隣接権の帰属に関しては，特段の意味を持た

ないものと考えられる。他方，同条②号では，いかなる国においても，随

時，契約終了後も引き続いて自由に独占的に原盤を利用できることが言及

されており，将来にわたって，本件各契約に基づく当事者間の基本的な権

利関係が維持されることを内容としている。

ウ 当事者の目的

(ア) 著作権法１０３条は，著作隣接権の譲渡について，同法６１条１項

の規定を準用しているから，レコード製作者の著作隣接権についても，

その全部又は一部を譲渡することが可能である。本件各契約の第６条は，

その文言のとおり，このようなレコード製作者の著作隣接権を含む原盤

に関する権利の一切，すなわち一部ではなくその全部をレコード会社で

あるＳＭＥに譲渡したものである。
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そして，原告のレコード製作者の地位に基づく権利の譲渡に対して，

その譲渡の対価に相当するものが印税の支払であり，Ａ音源及びＢ音源

に係るレコードの売上げに応じて，所定の計算方法によって算出された

原盤印税が計算明細書を付して支払われることになる。

このように，本件アーティストの所属事務所である原告としては，レ

コード製作者として与えられた排他的権利である著作隣接権をレコード

会社であるＳＭＥに譲渡して，その行使を放棄する一方，経済的な観点

から，ＳＭＥに対する原盤印税支払請求権という形に発展させて，実質

的な権利行使を意図したものである。また，レコード会社であるＳＭＥ

としては，レコード製作者の著作隣接権のみならず，原盤の所有権や実

演家の著作隣接権等も併せて譲り受けることにより，原盤に対する排他

的な支配権を確保し，自由でかつ独占的な経済的利用が可能となる反面，

その利用による売上げに応じた収益を，印税の形で，レコード製作者た

る原告や実演家たる本件アーティストに還元することを容認したもので

ある。

(イ) 原告とＳＭＥの双方が本件各契約において意図した内容は，前記

(ア)のとおり，原告がレコード製作者としての著作隣接権を含む一切の

権利を譲渡し，ＳＭＥが自由で独占的な経済的利用をする一方で，その

収益を原告に還元することにある。

このような当事者の意図や目的において，本件各契約の締結当時，著

作権法上，レコード製作者の著作隣接権として，具体的にいかなる権利

が定められているかは問題とされず，ＳＭＥに当該レコード原盤の自由

で独占的な経済的利用を可能ならしめるため，これに係る一切の権利を

移転させ，その反面において，対価的な印税の支払を約束したものであ

る。

(ウ) 著作権法は，改正の比較的頻繁な法分野であり，急速な技術の発達
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や利用環境の変化を背景にして，新しい権利関係や法的規制が創設され

てきたものであり，平成９年改正による送信可能化権の創設についても，

インターネットなどのネットワーク環境の下でのインタラクティブな送

信形態の発達を背景としたものである。

本件各契約の第６条の文言と前記ウ(ア)のような当事者の意図を勘案

すれば，契約当事者としては，ＳＭＥに当該レコード原盤に係る一切の

権利を取得させ，原告に対し対価としての印税を与えるという基本的な

関係を確保すべく，上記のような立法の背景の下，少なくともレコード

製作者の地位に伴うものである限り，契約締結当時の具体的な権利関係

に加え，将来的な立法にわたる部分についても，一律に包括的な譲渡の

対象としたものと解するのが相当であり，これが本件各契約の第６条の

趣旨であると考えられる。

エ 音楽業界における慣行

本件各契約のうち，第１契約及び第２契約の書面は，前記１(4)ア認定

のとおり，レコード会社であるＳＭＥが用意した印字された雛型の定型用

紙の空欄に，原告名，本件アーティスト名，原盤制作費の持分比率，印税

率等の数字，印税の振込先口座等を手書きで書き入れたものであった。

前記１(3)アイ認定のとおり，我が国のレコード音楽業界において，原

盤に収録された音源に関し，レコード会社が実演家及びレコード製作者の

著作隣接権を含む一切の権利の譲渡を受け，他方で原盤の利用に関して印

税を支払うことは，長年にわたる慣行として確立しており，このような関

係を前提として，今日まで，原盤ビジネスが展開されていることが窺える。

そして，この関係は，レコード原盤を基本単位として，レコード会社が

コントロール権を保有し，実演家と所属事務所とが報酬請求権を保有する

という図式でも説明されており，音楽業界の構成員である実演家，所属事

務所及びレコード会社の三者間において，これまでに構築されてきた相互
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の役割や力関係を反映した特有の経済的な合理性の１つのあらわれと解す

ることができる。

オ 音源配信と印税支払の対価性

なお，本件各契約の第６条の趣旨を前記ウ(ウ)のように解するとすれば，

新たに譲渡の対象となる送信可能化権についても，その対価性が確保され

ていることが必要である。

この点，音源配信に係る印税支払については，前記１(5)認定のとおり，

プロモート利用印税も含め，ダウンロード数に応じて，一定の算定式に従

った印税が支払われており，その金額は，平成１３年７月から平成１７年

１２月までの分として，合計１４３万６６４５円に及んでいる。原告は，

この算定式自体に対して，不満を持ち，前記１(6)認定のとおり，適正な

利益配分を求める申入れをしたものと窺えるが，音源の配信数に応じて支

払われるものであることに変わりがなく，このような算定方法に依ってい

ることは，従前のＣＤ等の販売の枠組みとの整合性を保つ上で，やむを得

ないところでもある。

そうすると，送信可能化権を譲渡対象とした場合においても，音源配信

による比例的な対価の支払がされているから，従前のＣＤ等の販売に準じ

て対価性がなお維持されているとみることができる。

(4) 小括

以上のとおり，① 本件各契約には，原盤に関し原告の有する「一切の権

利」を「何らの制限なく独占的に」譲渡する旨の規定があること，② それ

により，レコード会社であるＳＭＥにおいて原盤に対する自由でかつ独占的

な利用が可能となったこと，③ そこでは著作隣接権の内容が個々に問題に

はならず，原盤に対する自由でかつ独占的な利用を可能ならしめるための一

切の権利が問題になっていること，④ 他方，アーティストの所属事務所で

ある原告は，レコード会社から収益を印税の形で受け取り，レコード製作者
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の権利の譲渡の対価を収受することができること，⑤ このような関係は，

音楽業界において長年にわたる慣行として確立していること，これらの事情

を総合的に考慮すれば，本件各契約により，原盤に関して原告の有する一切

の権利が何らの制約なくＳＭＥに譲渡されたものと解される。すなわち，平

成９年法律第８６号により創設された送信可能化権についても，本件各契約

の第６条の包括的な譲渡の対象となり，上記改正法が施行された平成１０年

１月１日の時点で，Ａ音源の持分２分の１とＢ音源の全部について，いった

ん，レコード製作者たる原告の下に付与されたものが，同時に，本件各契約

の第６条により，そのまま原告からＳＭＥに譲渡され，後に被告に承継され

たことになる。

なお，Ａ音源の残りの持分２分の１については，本件の確認請求の対象と

はなっていないが，レコード製作者たるＳＭＥが送信可能化権を取得し，そ

の後被告に承継されたものであり，その結果，Ａ音源の全部についての送信

可能化権が被告に帰属することとなったものである。

３ 原告の主張について

(1) 本件各契約の解釈（前記第３〔原告の主張〕１(1)）について

ア 原告は，本件各契約が送信可能化権が創設された平成９年改正前に締結

されており，存在していない法的権利が譲渡されることはないと主張する。

なるほど，本件各契約は平成９年改正前に締結されたものであるが，そ

の第６条については，レコード製作者の権利につき包括的な譲渡を規定し

たものと解され，契約締結時に存在する権利に限定されるものとまではい

えない。

イ また，原告は，本件各契約の締結当時，インターネットによる音楽配信

サービスを想定しておらず，契約による意思解釈として，送信可能化権の

譲渡意思を認めることができないと主張する。

本件各契約の締結当時，送信可能化権に係るインターネット等による音
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源配信について，原告において，具体的に予期していなかった事態であっ

たとしても，そのような認識のみから契約の意思解釈をすることは相当で

はなく，本件各契約の文言やこれに込められた当事者の意図ないし目的か

ら契約の解釈をすべきである。そして，本件各契約の第６条の文言と前記

２(3)ウ(ア)のような当事者の意図を勘案すれば，契約当事者としては，

ＳＭＥに当該レコード原盤に係る一切の権利を取得させ，原告に対し対価

としての印税を与えるという基本的な関係を確保すべく，少なくともレコ

ード製作者の地位に伴うものである限り，契約締結当時の具体的な権利関

係に加え，将来的な立法にわたる部分についても，一律に包括的な譲渡の

対象としたものと解される。

(2) 有線送信権と送信可能化権（前記第３〔原告の主張〕１(2)）について

ア 原告は，平成９年改正による送信可能化権の創設は，実演家とレコード

製作者の権利保護の強化にあり，このような法の趣旨からは，譲渡を明示

するなどの特別の事情のない限り，譲渡の対象に含まれないものと限定的

に解釈されると主張する。

しかし，送信可能化権の立法の経緯がレコード製作者等の権利保護の強

化にあったとして，立法前に締結された譲渡契約の解釈において，経済的

な側面での対価性が肯定できるのであれば，これによる譲渡を特に不合理

なものと考えることもできず，限定的に解する必然性はない。

イ また，原告は，契約で定めた「放送権」に「衛星放送権」も「有線放送

権」も含まれないと判断した東京高裁平成１５年８月７日判決（ライオン

丸事件）が参考になると主張する。

しかし，同判決は，著作権の一部譲渡の事案であって，包括的な全部譲

渡を目的としたものではなかったため，契約文言中の「放送権」の内容を

めぐる当事者の意思解釈が結論を左右したものであり，同じく権利の譲渡

を問題とするものではあるが，本件のように当初から包括的な全部譲渡を
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目的とする契約の場合とは，おのずと当事者の意思解釈の手法や内容が異

なるというべきである。

(3) 音源配信に関する印税（前記第３〔原告の主張〕２）について

原告は，本件各契約における印税に関する条項は，送信可能化権を想定し

ておらず，音楽配信サービスの場面での適正な印税計算を定めていないと主

張する。

確かに，本件各契約における印税の取決めは，従前のＣＤ等の販売を念頭

に置いたものであるが，音楽配信サービスにおいても，これに準じた計算が

なお一定の合理性を失っていないというべきであり，送信可能化権の帰属に

関する解釈を左右するとまではいえない。なお，レコード会社が自ら音楽配

信事業を行うか否かは，専ら経営判断の問題であり，また，音楽配信サービ

スの場合には，ＣＤの場合のように在庫リスクが発生するわけではないが，

設備投資や管理のコストは生ずるものであって，これを考慮することはやむ

を得ないところである。

(4) 業界慣習（前記第３〔原告の主張〕３）について

原告は，音楽業界においても，経済的な弱者対強者の問題があり，著作権

法の改正もそのような著作権者側の保護を目的としており，著作権法６１条

２項の規定が参考となると主張する。

しかしながら，送信可能化権の創設自体にそのような弱者救済の目的があ

ったとしても，本件各契約の解釈において，譲渡合意の対象に含まれるか否

かの問題に強行規定的な意味まで有するとは解されない。なお，著作権法６

１条２項の趣旨は，著作権の譲渡契約において，そのような特掲のない限り，

著作者の下に翻案権等を留めておくことにより，著作者の創作活動に支障を

来さないようにするところにあると解され，著作隣接権である送信可能化権

の場合に，この趣旨を類推することはできない。

４ 結論



54

したがって，原告の本訴請求については，いずれも理由がないことになる。

他方，被告の反訴請求については，いずれも理由があり，被告がＡ音源に関す

るレコード製作者の送信可能化権につき持分２分の１を有すること（確認請求

の対象となっていない残りの持分２分の１を併せると，全部を有することにな

る。）及びＢ音源に関するレコード製作者の送信可能化権を有することをそれ

ぞれ確認する。

よって，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第４７部

高 部 眞 規 子裁判長裁判官

平 田 直 人裁判官

田 邉 実裁判官


